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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第52期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。第53期第２四半期連結累計（会計）期間及び第52期の潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、又、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第52期

第２四半期連結
累計期間 

第53期
第２四半期連結

累計期間 

第52期
第２四半期連結

会計期間 

第53期 
第２四半期連結 

会計期間 
第52期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  12,878,536  7,822,655  6,232,291  4,406,678  21,752,793

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 734,111  △482,607  148,236  △26,599  △255,803

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 426,368  △551,982  103,449  △157,091  △766,055

純資産額（千円） － －  9,374,229  7,085,952  6,995,787

総資産額（千円） － －  21,688,041  19,183,661  18,782,717

１株当たり純資産額（円） － －  430.86  325.71  321.56

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 19.60  △25.37  4.76  △7.22  △35.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  43.22  36.94  37.25

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,791,708  413,197 － －  2,055,629

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △485,655  △55,101 － －  △570,010

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △25,481  121,263 － －  1,670,637

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  3,518,248  5,492,565  4,942,027

従業員数（人） － －  2,870  2,062  2,389
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。又、当社の主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（  ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記 

      載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 2,062  (495)

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 255      
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

自動車関連機器事業（百万円）  3,767  61.2

通信関連機器事業（百万円）  243  102.1

その他の事業（百万円）  7  －

合計（百万円）  4,018  62.8

事業の種類別セグメン
トの名称 

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

自動車関連機器事業  4,217  72.1  750  115.5

通信関連機器事業  234  121.9  87  108.8

その他の事業  8  360.2  0 － 

合計  4,461  73.8  838  114.8

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

自動車関連機器事業（百万円）  4,175  69.7

通信関連機器事業（百万円）  222  93.0

その他の事業（百万円）   8  334.0

合計（百万円）  4,406  70.7

相手先 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％）

 Ford Motor Company  1,081  17.4  662  15.0

 富士通テン株式会社  406  6.5  530  12.0

 マツダ株式会社  502  8.1  443  10.1
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  当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間（３か月）におけるわが国経済は、輸出の下げ止まり及び在庫調整の進展により鉱工

業生産が持ち直し始め、又、経済対策として実施された環境対応車、グリーン家電の購入促進策による個人消費の

持ち直しの動きもみられますが、企業収益の大幅な減少から設備投資は減少し、雇用・所得環境の悪化がみられる

など引き続き景気は厳しい状況となっております。又、先行きについては雇用情勢の一層の悪化や世界景気の下振

れ懸念など、景気を下押しするリスクが依然存在しております。  

 海外につきましても、各国の政府による景気対策や金融安定化策が講じられてはおりますが、早期回復は難しい

状況となっております。  

 当社グループの属する自動車業界におきましては、国内販売台数は環境対応車の購入促進策が実施されるなどプ

ラス要素がありましたことにより、121万台（前年同四期比1.9％減）、輸出台数については世界各国市場の低迷に

より101万台（同41.6％減）となり、この結果、国内生産台数は214万台（同26.6％減）と大幅な減少となりまし

た。  

 又、北米市場でも金融危機の影響による販売台数の減少等、引き続き低迷しており、米国大手自動車メーカー２

社が米連邦破産法第11章を申請するなど、業界の動きが激しい状況となっております。 

 このような状況のもと、将来の有望市場であるアジア市場において販売を強化するため本年四月にタイ王国に

HARADA Asia-Pacific Ltd.を設立いたしました。又、海外製造拠点における生産効率向上を目指した合理化対策

や、グループ全社をあげたトータル・コスト・リダクション活動を進めてまいりましたが、国内外経済の低迷を受

け、以下のとおりとなりました。 

 当第２四半期連結会計期間の売上高（海外子会社平成21年4～6月、当社及び国内子会社平成21年7～9月）は、引

き続き世界的な景気の低迷による販売減並びに為替レートの影響を受け、44億6百万円(同29.3％減)となりまし

た。利益面につきましては、売上高の減少による影響はありましたが、営業利益は41百万円（同82.2％減）、営業

外費用に為替差損等を計上したこと等により経常損失は26百万円、特別損失及び法人税等調整額等により四半期純

損失は1億57百万円となりました。   

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①自動車関連機器事業 

自動車関連機器事業におきましては、北米・日本等での市場の低迷及び為替レートの影響等を受け、売上高は41

億75百万円(同30.3％減)となり、営業利益は38百万円（同85.3％減）となりました。 

②通信関連機器事業 

通信関連機器事業におきましては、日本での市場低迷により、売上高は2億22百万円(同7.0％減)となりました

が、粗利の良い製品の増加等により、営業利益は4百万円と黒字を確保いたしました。 

③その他の事業 

その他の事業におきましては、売上高は8百万円(同234.0％増)、営業損失は0百万円となりました。  

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

日本の自動車関連機器事業及び通信関連機器事業の市場低迷等により、外部売上高は24億42百万円(同14.2％

減)、セグメント間の内部売上高は1億48百万円(同44.9％減)となり、コストダウン活動や経費削減等を徹底してま

いりました結果、営業利益は2億40百万円（同114.1％増）となりました。                   

②アジア地域 

アジアでの市場の持ち直しはありましたが、為替レートの影響により、外部売上高は5億29百万円(同0.1％増)、

セグメント間の内部売上高は9億73百万円(同50.6％減)、営業利益は9百万円（同80.0％減）となりました。  

③北米地域 

米国での自動車関連機器事業の市場低迷及び為替レートの影響により、外部売上高は11億35百万円(同49.4％

減)、セグメント間の内部売上高は1百万円(同92.9％減)、営業損失は56百万円となりました。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④中米地域 

メキシコでの自動車関連機器事業の市場低迷及び為替レートの影響により、外部売上高は50百万円(同28.4％減)

となり、米国向けが不調となったことからセグメント間の内部売上高は3億22百万円(同67.8％減)、営業損失は84

百万円となりました。  

⑤欧州地域 

欧州での自動車関連機器事業の市場低迷及び為替レートの影響により、外部売上高は2億48百万円(同54.1％

減)、セグメント間の内部売上高は11百万円(同11.4％減)、営業損失は61百万円となりました。  

 なお、事業の種類別セグメントの売上については外部顧客に対する売上高を、所在地別セグメントの売上について

は外部顧客に対する売上高とセグメント間の内部売上高を記載しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

      当第２四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下資金という）は、「長期借入れによ

る収入」、「売上債権の増減額」等が減少いたしましたが、「社債の償還による支出」、「現金及び現金同等物の

期首残高」、「短期借入れによる収入」等の増加により、前第２四半期連結会計期間と比較して19億74百万円増加

し、54億92百万円（前第２四半期連結会計期間比56.1％増）となりました。  

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は、6億70百万円（同53.6％減） となりました。 

 これは主に「仕入債務の増減額」6億70百万円、「たな卸資産の増減額」3億21百万円、「売上債権の増減額」

△4億24百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、10百万円（同94.7％減）となりました。 

 これは主に「有形固定資産の取得による支出」10百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は、8億50百万円となりました。 

 これは主に「短期借入れによる収入」44億62百万円、「短期借入金の返済による支出」35億89百万円等によるも

のであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、2億14百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。又、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  70,000,000

計  70,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  21,758,000  21,758,000
株式会社ジャスダック証

券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計  21,758,000  21,758,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 － 21,758,000  － 2,019,181  － 1,859,981
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 （注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点以下第３位を四捨五入して表示しております。 

  

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エスジェーエス 東京都世田谷区成城２－22－14  7,100  32.63

原田 修一 東京都世田谷区  3,302  15.18

原田 章二 東京都目黒区  2,354  10.82

株式会社りそな銀行  大阪府大阪市中央区備後町２－２－１   600  2.76

原田工業従業員持株会  東京都品川区南大井４－17－13   443  2.04

日本生命保険相互会社  
東京都千代田区丸の内１－６－６ 

日本生命証券管理部内  
 310  1.42

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１   300  1.38

株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町１－１－５   200  0.92

あいおい損害保険株式会社  東京都渋谷区恵比寿１－28－１   180  0.83

岩村 要  埼玉県坂戸市   152  0.70

計 －  14,942  68.68
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①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。又、「議 

     決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,750,000  21,750 － 

単元未満株式 普通株式      6,000 － － 

発行済株式総数 21,758,000 － － 

総株主の議決権 －  21,750 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

 原田工業株式会社 
 東京都品川区南大井 

 ４－17－13 
 2,000 －  2,000  0.01 

計 －  2,000  －   2,000  0.01 

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  95  112  120  119  121  113

最低（円）  86  86  98  93  108  99

３【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 

  企画、財務・経理、人

事、総務、IT管掌 

常務取締役 

  経営企画、財務・経理、

人事、総務、IT管掌 / 情

報システムグループ、総務

グループ担当 

宮口 義史  平成21年10月１日  

常務取締役 

  営業、技術開発、受注管

理、調達管掌 

常務取締役 

  営業・技術開発総合管

掌、受注管理、調達管掌 

宮﨑 博  平成21年10月１日  
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,540,147 4,990,736

受取手形及び売掛金 3,391,278 2,651,299

商品及び製品 2,634,016 3,062,397

仕掛品 189,636 182,334

原材料及び貯蔵品 1,387,750 1,622,013

その他 754,395 879,894

貸倒引当金 △34,363 △66,379

流動資産合計 13,862,861 13,322,295

固定資産   

有形固定資産 ※  3,771,773 ※  3,896,726

無形固定資産 459,456 473,844

投資その他の資産   

その他 1,092,975 1,093,256

貸倒引当金 △3,405 △3,404

投資その他の資産合計 1,089,569 1,089,851

固定資産合計 5,320,800 5,460,422

資産合計 19,183,661 18,782,717

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,662,266 1,265,363

短期借入金 5,187,058 5,165,184

賞与引当金 220,431 215,201

その他 679,900 694,956

流動負債合計 7,749,657 7,340,706

固定負債   

長期借入金 3,000,000 3,000,000

退職給付引当金 618,774 719,241

役員退職慰労引当金 － 683,928

その他 729,277 43,055

固定負債合計 4,348,051 4,446,224

負債合計 12,097,708 11,786,930
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,019,181 2,019,181

資本剰余金 1,859,981 1,859,981

利益剰余金 4,387,920 5,048,680

自己株式 △1,169 △1,169

株主資本合計 8,265,914 8,926,674

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 29,495 28,594

為替換算調整勘定 △1,209,457 △1,959,481

評価・換算差額等合計 △1,179,961 △1,930,887

純資産合計 7,085,952 6,995,787

負債純資産合計 19,183,661 18,782,717
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 12,878,536 7,822,655

売上原価 9,175,983 5,970,567

売上総利益 3,702,552 1,852,088

販売費及び一般管理費 ※  2,983,678 ※  2,220,937

営業利益又は営業損失（△） 718,873 △368,848

営業外収益   

為替差益 75,227 －

助成金収入 － 30,102

その他 56,161 36,653

営業外収益合計 131,389 66,756

営業外費用   

支払利息 101,141 79,014

為替差損 － 91,104

その他 15,011 10,395

営業外費用合計 116,152 180,514

経常利益又は経常損失（△） 734,111 △482,607

特別利益   

固定資産売却益 2,178 643

貸倒引当金戻入額 － 33,744

役員賞与引当金戻入額 5,680 －

その他 545 －

特別利益合計 8,403 34,388

特別損失   

たな卸資産評価損 147,600 －

減損損失 － 12,488

業務委託解消負担金 － 40,795

その他 25,038 2,934

特別損失合計 172,638 56,219

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

569,876 △504,438

法人税、住民税及び事業税 198,691 26,524

法人税等調整額 △55,184 21,018

法人税等合計 143,507 47,543

四半期純利益又は四半期純損失（△） 426,368 △551,982
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 6,232,291 4,406,678

売上原価 4,473,786 3,247,552

売上総利益 1,758,504 1,159,126

販売費及び一般管理費 ※  1,525,166 ※  1,117,508

営業利益 233,338 41,617

営業外収益   

受取利息 7,025 －

作業くず売却益 7,205 －

助成金収入 － 15,712

その他 12,561 22,414

営業外収益合計 26,792 38,126

営業外費用   

支払利息 48,442 39,434

為替差損 56,250 59,293

その他 7,202 7,615

営業外費用合計 111,894 106,343

経常利益又は経常損失（△） 148,236 △26,599

特別利益   

固定資産売却益 170 6

貸倒引当金戻入額 － 4,732

ゴルフ会員権売却益 458 －

その他 87 －

特別利益合計 715 4,739

特別損失   

関係会社株式評価損 9,850 －

減損損失 4,749 －

業務委託解消負担金 － 40,795

その他 4,492 10,439

特別損失合計 19,092 51,235

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

129,859 △73,094

法人税、住民税及び事業税 90,285 18,787

法人税等調整額 △63,875 65,208

法人税等合計 26,410 83,996

四半期純利益又は四半期純損失（△） 103,449 △157,091
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

569,876 △504,438

減価償却費 408,798 334,308

退職給付引当金の増減額（△は減少） △48,661 △102,357

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △683,928

たな卸資産の増減額（△は増加） 102,448 901,582

支払利息 101,141 80,124

為替差損益（△は益） 101,670 －

売上債権の増減額（△は増加） 236,855 △669,645

仕入債務の増減額（△は減少） 280,687 361,496

長期未払金の増減額（△は減少） － 693,212

その他 131,623 42,854

小計 1,884,440 453,209

利息の支払額 △102,013 △83,389

法人税等の支払額 △106,664 －

法人税等の還付額 99,966 62,639

その他の支出 － △25,152

その他の収入 15,979 5,891

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,791,708 413,197

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △409,810 △59,501

保険積立金の積立による支出 △54,733 －

その他 △21,110 4,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △485,655 △55,101

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 7,488,580 5,720,247

短期借入金の返済による支出 △7,176,510 △5,479,482

長期借入れによる収入 3,000,000 －

長期借入金の返済による支出 △60,000 －

社債の償還による支出 △3,000,000 －

配当金の支払額 △270,125 △109,106

その他 △7,426 △10,395

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,481 121,263

現金及び現金同等物に係る換算差額 △193,318 71,178

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,087,254 550,537

現金及び現金同等物の期首残高 2,430,994 4,942,027

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,518,248 ※  5,492,565
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、HARADA Asia-Pacific Ltd.を新たに設立

したため、連結の範囲に含めております。 

  (2）変更後の連結子会社の数 

 10社 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日）  

 （四半期連結損益計算書）  

 １．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益の総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。  

 なお、前第２四半期連結累計期間における営業外収益の「その他」に含まれている「助成金収入」は、3,600千

円であります。 

２．前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、特別利益の

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。  

 なお、前第２四半期連結累計期間における特別利益の「その他」に含まれている「貸倒引当金戻入額」は、87

千円であります。 

３．前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「減損損失」は、特別損失の総額の100

分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。  

 なお、前第２四半期連結累計期間における特別損失の「その他」に含まれている「減損損失」は、10,661千円

であります。 

 （四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 １．前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計より上の区分の「その他」

に含めていた「役員退職慰労引当金の増減額」（8,308千円）は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期

間から区分掲記することといたしました。 

 ２．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた「為替差損益」（当第２四半期連結累計期間43,669千

円）は、重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結累計期間から「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

小計より上の区分の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。 

３．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた「法人税等の支払額」（当第２四半期連結累計期間

△25,152千円）は、重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結累計期間から「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の小計より下の区分の「その他の支出」に含めて表示することに変更いたしました。  

 ４．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた「保険積立金の積立による支出」（当第２四半期連結累

計期間△6,448千円）は、重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結累計期間から「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。  
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当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書）  

 １．前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「受取利息」（当第２四半期連結会計期間2,115千円）及

び「作業くず売却益」（当第２四半期連結会計期間4,497千円）は、営業外収益の総額の100分の20以下となった

ため、当第２四半期連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益の総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間における営業外収益の「その他」に含まれている「助成金収入」は、1,879千

円であります。 

３．前第２四半期連結会計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」は、特別利益の

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。  

  なお、前第２四半期連結会計期間における特別利益の「その他」に含まれている「貸倒引当金戻入額」は、87

千円であります。 

４．前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「減損損失」（当第２四半期連結会計期間8,561千円）

は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連結会計期間より特別損失の「その他」に含め

て表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．法人税等の算定方法  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（役員退職慰労金制度の廃止）  

 当社は、平成21年４月24日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度の廃止を決議するとともに、平成21年６月

26日開催の定時株主総会において、役員の退任時に役員退職慰労金制度廃止日までの在任期間に応じた退職慰労金を打

切り支給することを決議しております。これに伴い、役員退職慰労引当金残高を取崩し、打切り支給額の未払分につい

ては長期未払金として、固定負債の「その他」に含めて計上しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,795,338千円

であります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,319,272千円

であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費に属する主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費に属する主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 千円5,942

給料  761,328

賞与引当金繰入額  106,606

役員賞与引当金繰入額  13,550

役員退職慰労引当金繰入額  25,738

退職給付費用  70,905

給料 千円710,449

賞与引当金繰入額  71,030

役員退職慰労引当金繰入額  9,284

退職給付費用  30,972

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費に属する主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費に属する主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 千円5,715

給料  385,421

賞与引当金繰入額  55,673

役員賞与引当金繰入額  9,562

役員退職慰労引当金繰入額  17,224

退職給付費用  50,629

給料 千円356,065

賞与引当金繰入額  39,311

退職給付費用  17,463

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定 千円3,587,210

預入期間が３か月を超える定期預金  △68,961

現金及び現金同等物 3,518,248  

現金及び預金勘定 千円5,540,147

預入期間が３か月を超える定期預金  △47,581

現金及び現金同等物 5,492,565  
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式               21,758,000株        

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式             2,362株 

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  108,778  5.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
自動車関連機器
事業（千円） 

通信関連機器事
業（千円） 

その他の事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
 5,990,202  239,633  2,455  6,232,291  －  6,232,291

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  －  －  －

計  5,990,202  239,633  2,455  6,232,291  －  6,232,291

営業利益又は営業損失

（△） 
 259,220  △26,183  301  233,338  －  233,338

  
自動車関連機器
事業（千円） 

通信関連機器事
業（千円） 

その他の事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
 4,175,532  222,942  8,203  4,406,678  －  4,406,678

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 
 －  －  －  －  －  －

計  4,175,532  222,942  8,203  4,406,678  －  4,406,678

営業利益又は営業損失

（△） 
 38,233  4,095  △711  41,617  －  41,617

  
自動車関連機器
事業（千円） 

通信関連機器事
業（千円） 

その他の事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
 12,192,254  680,311  5,970  12,878,536  －  12,878,536

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  －  －  －

計  12,192,254  680,311  5,970  12,878,536  －  12,878,536

営業利益又は営業損失

（△） 
 749,000  △29,785  △341  718,873  －  718,873

  
自動車関連機器
事業（千円） 

通信関連機器事
業（千円） 

その他の事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高             

(1）外部顧客に対する

売上高 
 7,451,199  352,140  19,315  7,822,655  －  7,822,655

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  －  －  －  －  －

計  7,451,199  352,140  19,315  7,822,655  －  7,822,655

営業損失（△）  △338,572  △28,072  △2,204  △368,848  －  △368,848
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（注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性及び関連資産等に照らし、区分しております。

２．各事業の主要な製品等 

３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間  

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営

業利益が「自動車関連機器事業」で30,859千円、「通信関連機器事業」で1,253千円それぞれ減少しておりま

す。 

４．追加情報 

前第２四半期連結累計期間  

（有形固定資産の耐用年数及び残存価額の変更） 

 第１四半期連結会計期間より「有形固定資産の耐用年数及び残存価額の変更」をしております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「自動車関連機器事業」で

19,644千円減少しております。 

  

事業区分 主要製品

自動車関連機器事業 
自動車ラジオ用アンテナ、中継ケーブル、自動車ＴＶ用アンテナ、自動車アンテナ用アンプ類、アクチュ

エーター、ＥＴＣ用アンテナ等 

通信関連機器事業 携帯電話用アンテナ、ＰＨＳ基地局・端末用アンテナ、ＰＯＳ用アンテナ、無線ＬＡＮ用アンテナ等 

その他の事業 家庭用温灸器等 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（千円） 
アジア 

（千円） 
北米

（千円） 
中米

（千円） 
欧州

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売

上高 
 2,847,728 528,814 2,244,927 70,496 540,324  6,232,291  － 6,232,291

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 270,141 1,971,258 14,119 999,677 12,776  3,267,973 (3,267,973) －

計  3,117,870 2,500,072 2,259,047 1,070,174 553,100  9,500,265 (3,267,973) 6,232,291

営業利益又は営業損

失(△) 
 112,502 47,432 115,430 △35,973 △14,678  224,713  8,624 233,338

  
日本 

（千円） 
アジア 

（千円） 
北米

（千円） 
中米

（千円） 
欧州

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売

上高 
 2,442,911 529,329 1,135,853 50,494 248,089  4,406,678  － 4,406,678

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 148,961 973,620 1,008 322,161 11,314  1,457,066 (1,457,066) －

計  2,591,873 1,502,949 1,136,862 372,655 259,403  5,863,745 (1,457,066) 4,406,678

営業利益又は営業損

失(△) 
 240,905 9,476 △56,650 △84,402 △61,070  48,258  △6,641 41,617

  
日本 

（千円） 
アジア 

（千円） 
北米

（千円） 
中米

（千円） 
欧州

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売

上高 
 6,234,397 986,539 4,468,318 143,815 1,045,465  12,878,536  － 12,878,536

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 562,965 3,984,354 41,565 1,971,921 35,929  6,596,736 (6,596,736) －

計  6,797,363 4,970,893 4,509,884 2,115,737 1,081,395  19,475,272 (6,596,736) 12,878,536

営業利益又は営業損

失(△) 
 373,636 △10,662 237,349 △104,280 △879  495,163  223,710 718,873

  
日本 

（千円） 
アジア 

（千円） 
北米

（千円） 
中米

（千円） 
欧州

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売

上高 
 4,401,778 828,939 2,089,999 79,319 422,618  7,822,655  － 7,822,655

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 280,692 1,753,105 4,953 553,000 18,193  2,609,945 (2,609,945) －

計  4,682,471 2,582,044 2,094,952 632,319 440,812  10,432,600 (2,609,945) 7,822,655

営業利益又は営業損

失(△) 
 161,028 △64,198 △173,879 △271,571 △97,189  △445,810  76,961 △368,848
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（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の主な国は次のとおりであります。 

(1）アジア……中国、ベトナム 

(2）北米……米国 

(3）中米……メキシコ 

(4）欧州……英国、ドイツ 

３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間  

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営

業利益が「日本」で32,113千円減少しております。 

４．追加情報 

前第２四半期連結累計期間  

（有形固定資産の耐用年数及び残存価額の変更） 

 第１四半期連結会計期間より「有形固定資産の耐用年数及び残存価額の変更」をしております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「アジア」で19,644千円減少し

ております。 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な国は次のとおりであります。 

(1）アジア…フィリピン、中国、タイ 

(2）北米……米国、カナダ 

(3）欧州……英国、ドイツ 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  683,616  2,240,598  541,825  126,219  3,592,259

Ⅱ 連結売上高（千円）          6,232,291

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 11.0  35.9  8.7  2.0  57.6

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  653,159  1,131,921  247,676  63,158  2,095,915

Ⅱ 連結売上高（千円）          4,406,678

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 14.8  25.7  5.6  1.5  47.6

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,368,343  4,470,959  1,056,821  226,476  7,122,601

Ⅱ 連結売上高（千円）          12,878,536

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 10.6  34.7  8.2  1.8  55.3

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,057,723  2,087,008  422,394  92,369  3,659,496

Ⅱ 連結売上高（千円）          7,822,655

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 13.5  26.7  5.4  1.2  46.8
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 325 71 １株当たり純資産額 円 銭 321 56

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 19 60 １株当たり四半期純損失金額 円 銭 25 37

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、又、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  426,368  △551,982

普通株主に帰属しない金額（千円）  － －  

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 426,368  △551,982

普通株式の期中平均株式数（千株）  21,755  21,755
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

記載すべき事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 4 76 １株当たり四半期純損失金額 円 銭 7 22

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、又、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  103,449  △157,091

普通株主に帰属しない金額（千円）  － －  

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 103,449  △157,091

普通株式の期中平均株式数（千株）  21,755  21,755

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月14日

原田工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 荒田 和人  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 成田 礼子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている原田工業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、原田工業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

原田工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 荒田 和人  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 成田 礼子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている原田工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、原田工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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